
 

京都農業協同組合に対する警告について 

 

平成１８年７月１４日 

公 正 取 引 委 員 会          

 

１ 公正取引委員会は，京都農業協同組合（以下「ＪＡ京都」という。）に対し，独

占禁止法の規定に基づいて審査を行ってきたところ，本日，ＪＡ京都に対し，同法第１９

条（不公正な取引方法第１３項〔拘束条件付取引〕に該当）の規定に違反するおそれがあ

るものとして，次のとおり警告を行った。 

２  

関係人 

名   称 京都農業協同組合 

所 在 地 京都府亀岡市余部町天神又２番地本館 

代 表 者 代表理事 谷利 静夫 

 

警告の概要（別紙参照） 

（1） ＪＡ京都が，米の生産及び出荷に係る共同利用施設である育苗センター，ライス

センター及びカントリーエレベーターの３施設（以下「３施設」という。）につい

て，遅くとも平成１３年以降（カントリーエレベーターについては，平成１５年以

降） 

ア ＪＡ京都から生産資材を購入しない場合には各施設の利用を断ることがある旨

を３施設それぞれの利用案内文書に記載して，組合員に対して周知することによ

り，当該組合員にＪＡ京都から生産資材を購入するようにさせていた 

イ ＪＡ京都を通じて米を出荷しない場合には各施設の利用を断ることがある旨を

３施設それぞれの利用案内文書に記載して，組合員に対して周知することにより，

当該組合員にＪＡ京都を通じて米を出荷するようにさせていた 

疑いのある事実が認められた。 

（2） ＪＡ京都の前記行為は，独占禁止法第１９条（不公正な取引方法第１３項〔拘束

条件付取引〕に該当）の規定に違反するおそれがあることから，公正取引委員会は，

ＪＡ京都に対し，今後，このような行為を行わないよう警告した。 

 

 

参考資料２ 

問い合わせ先 公正取引委員会事務総局近畿中国四国事務所第三審査課 

電話 ０６－６９４１－２７１８（直通） 

公正取引委員会事務総局審査局第二審査 

電話 ０３－３５８１－３３８４（直通） 

ホームページ http://www.jftc.go.jp 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  
  
 

 

 

利用事業 

 ３施設 

・育苗センター 

・ライスセンター 

・カントリーエレベーター 
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共同施設（３施設）の 

利用の申込み 

 生産資材の販売 

〈施設の利用案内文書〉 

ＪＡ京都から生産資材を購入しない場合に

は施設の利用を断ることがある旨を記載。 

米の委託販売 

〈施設の利用案内文書〉 

ＪＡ京都を通じて米を出荷しない場合には

施設の利用を断ることがある旨を記載。 
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士幌町農業協同組合に対する警告について 

 

平成１８年７月２１日 

公 正 取 引 委 員 会          

 

公正取引委員会は，士幌町農業協同組合（以下「ＪＡ士幌町」という。）に対し，独占禁

止法の規定に基づいて審査を行ってきたところ，本日，ＪＡ士幌町に対し，同法第１９条

（不公正な取引方法第１３項〔拘束条件付取引〕に該当）の規定に違反するおそれがある

ものとして，次のとおり警告を行った。 

 

１ 関係人 

名   称 士幌町農業協同組合 

所 在 地 北海道河東郡士幌町字士幌西二線１５９番地 

代 表 者 代表理事 森本 勝 

 

２ 警告の概要（別紙参照） 

(1) ＪＡ士幌町は 

ア 組合員が生産資材等を購入するための「畜産事業勘定（肉牛）」及び「営農貸付金」

と称する短期貸付金について，ＪＡ士幌町から生産資材を購入する場合に限り，組

合員に当該短期貸付金の融資を行うものとすること 

イ 肉用牛生産業を営む組合員に対する土地，牛舎等の生産設備の賃貸借等の契約に

おいて，当該組合員がＪＡ士幌町以外の者から生産資材を購入し，ＪＡ士幌町以外

の者を通じて肉用牛を販売した場合には，無条件で当該賃貸借等の契約を解除する

ことができるものとすること 

としており，組合員の事業活動を不当に拘束する条件をつけて，当該組合員と取引し

ている疑いのある事実が認められた。 

(2) ＪＡ士幌町の前記行為は，独占禁止法第１９条（不公正な取引方法第１３項〔拘束条

件付取引〕に該当）の規定に違反するおそれがあることから，公正取引委員会は，Ｊ

Ａ士幌町に対し，今後，このような行為を行わないよう警告した。 

 

 

 

 

  

参考資料３ 

問い合わせ先 公正取引委員会事務総局北海道事務所第二審査課 

電話 ０１１－２３１－６３００（直通） 

公正取引委員会事務総局審査局第二審査 

電話 ０３－３５８１－３３８４（直通） 

ホームページ http://www.jftc.go.jp 
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１ 畜産事業勘定（肉牛）及び営農貸付金 
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生産資材の販売 
※畜産事業勘定・営農貸付金を利用できる 

生産資材の販売 
※畜産事業勘定

注
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２ 土地，牛舎等の生産設備の賃貸借等の契約 

 

肉
用
牛
生
産
組
合
員 
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生産資材    肉用牛の取引 

  


